
※端数処理しています。

経常収入合計
15,200百万円

収 入
17,425百万円17,425百万円

総合計

法定給付費
8,021百万円（46.0％）

付加給付費
222百万円（1.3％）

前期高齢者納付金
2,802百万円（16.1％）

後期高齢者支援金
4,185百万円（24.0％）

　

本
年
４
月
に
健
康
保
険
組
合
連
合
会
か
ら
令

和
７
年
度
予
算
の
集
計
結
果
（
１
、３
６
８
健

保
組
合
の
推
計
）
が
発
表
さ
れ
ま
し
た
。
平
均

保
険
料
率
は
93
・
４
‰
（
前
年
度
比
＋
０
・
３

ポ
イ
ン
ト
）
で
あ
り
、
組
合
形
態
別
で
は
、
単

一
組
合
（
１
、１
１
３
組
合
）
が
92
・
１
‰
（
前

年
度
：
91
・
８
‰
）、
総
合
組
合
（
２
５
５
組

合
）
が
98
・
８
‰
（
前
年
度
：
98
・
７
‰
）
と

な
っ
て
い
ま
す
。
保
険
料
率
が
１
０
０
‰
以
上

と
な
っ
て
い
る
の
は
３
３
５
組
合
で
す
。ま
た
、

収
支
均
衡
に
必
要
な
財
源
を
賄
う
た
め
の
実
質

保
険
料
率
は
１
０
０
・
２
‰
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

保
険
料
収
入
は
、
被
保
険
者
数
の
堅
調
な
伸

び
や
賃
金
引
き
上
げ
効
果
を
反
映
し
て
前
年
度

健康保険予算収支概要 （％は総額に占める割合）令和７年度

経常支出合計
16,356百万円

支 出
17,425百万円17,425百万円

総合計

予
算
の
お
知
ら
せ

令和
７
年度

令
和
７
年
度
の
収
入
支
出
予
算
が

決
ま
り
ま
し
た
の
で
、

概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

健
保
組
合
を
取
り
巻
く
状
況

経常収入・経常支出青字の項目

経常外収入・経常外支出黒字の項目

87.0
% 15,165百万円

保険料

0.6
% 111百万円

事務費

47.3
% 8,243百万円

保険給付費

0.3
% 51百万円

その他の経常外収入

0.0
% 3百万円

その他の経常外支出

0.8
% 140百万円

財政調整事業交付金

4.8
% 832百万円

予備費

0.2
%36百万円

その他の経常収入

1.3
%234百万円

調整保険料収入

10.3
%1,800百万円

別途積立金繰入

1.3
%234百万円

財政調整事業拠出金

40.1
%6,987百万円

納付金

5.8
%1,002百万円

保健事業費

0.1
%13百万円

その他の経常支出

基本的には毎期経常
的、反復的に発生す
る収入支出。ただし、
再保険の回収にあた
る財政調整事業交付
金は経常収支から除
かれております。

臨時的に発生する収
入支出。

経常外収支

経 常 収 支

チェック！用語を

   保
   険
  給
 付
費

納
 付
    金

保険料
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比
３
、８
２
９
億
円
増
加
（
＋
４
・
３
％
）
す
る

見
込
み
で
す
。

　

支
出
の
う
ち
保
険
給
付
費
は
、
前
年
度
比

７
８
５
億
円
増
加
（
＋
１
・
５
％
）
見
込
み
で
、

納
付
金
（
高
齢
者
医
療
負
担
金
）
は
、
１
４
２
億

円
増
加
（
＋
０
・
４
％
）
す
る
見
込
み
で
す
。

　

こ
の
結
果
、
令
和
７
年
度
予
算
編
成
に
お
け

る
経
常
収
支
差
引
額
は
▲
３
、７
８
２
億
円
の

赤
字
と
な
る
見
通
し
で
す
（
赤
字
組
合
は
1
、

０
４
３
組
合
（
構
成
比
：
76
・
0
％
））。

　

法
定
給
付
費
と
納
付
金
の
合
計
額
（
義
務
的

経
費
）
に
占
め
る
納
付
金
の
割
合
は
43
・
６
％
、

同
割
合
が
50
％
以
上
の
組
合
は
全
体
の
10
・

５
％
と
な
っ
て
お
り
、
納
付
金
の
負
担
が
健
保

組
合
の
財
政
を
圧
迫
し
て
い
る
状
況
が
続
い
て

い
ま
す
。

　

当
健
保
組
合
の
令
和
７
年
度
予
算
は
支
出
の

大
半
を
占
め
る
保
険
給
付
費
や
納
付
金
（
高
齢

者
医
療
負
担
金
）
の
増
加
が
見
込
ま
れ
、
経
常

収
支
は
大
幅
な
赤
字
と
な
る
見
込
み
で
す
が
、

内
部
留
保
で
あ
る
別
途
積
立
金
を
取
り
崩
し
て

対
応
し
ま
す
。こ
れ
に
よ
り
健
康
保
険
料
率
は
、

現
行
の
86
‰
の
ま
ま
据
え
置
き
と
し
ま
す
。

　

な
お
、
令
和
７
年
度
末
の
別
途
積
立
金
残
高

は
24
・
2
億
円
程
度
を
確
保
で
き
る
見
通
し
で

あ
り
、
支
出
増
加
に
よ
る
保
険
料
率
引
き
上
げ

（注1）�特定保険料率は、高齢者医療制度のために外部に拠出する「負担金」を
保険料率で表したもの

令和６年度
予算

令和７年度
予算

増　減

被保険者数 25,950 人 26,400 人 ＋ 450 人

平均標準報酬月額 417,400 円 426,300 円 ＋ 8,900 円

保険料率 86.0 ／1000 86.0 ／1000 なし

事業主 53.0 ／1000 53.0 ／1000 なし

被保険者 33.0 ／1000 33.0 ／1000 なし

保険料率のうち
特定保険料率（注1）

40.41 ／1000 38.95 ／1000 ▲ 1.46 ／1000

介護保険料率 18.4 ／1000 18.4 ／1000 なし

事業主 9.2 ／1000 9.2 ／1000 なし

被保険者 9.2 ／1000 9.2 ／1000 なし

組合概況
（予算算出の基礎数値）

保険料率・収支均衡料率・
経常収支差引額・別途積立金残高の推移

の
緩
衝
フ
ァ
ン
ド
と
し
て
引
き
続
き
活
用
し

ま
す
。

　

健
康
保
険
料
収
入
は
、
令
和
６
年
度
予
算
比

で
５
億
円
増
加
の
１
５
１
・
６
億
円
と
な
る
見

込
み
で
す
。

　

ま
た
、
資
金
の
流
動
性
を
確
保
し
て
期
中
の

支
出
に
支
障
が
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
、
別
途

積
立
金
か
ら
18
億
円
を
繰
り
入
れ
て
対
応
し

ま
す
。

　

主
な
支
出
は
、
皆
さ
ん
が
医
療
機
関
を
受
診

す
る
こ
と
な
ど
で
支
払
う
保
険
給
付
費
と
高
齢

者
の
医
療
費
を
賄
う
た
め
に
拠
出
す
る
納
付
金

（
高
齢
者
医
療
負
担
金
）、
保
健
事
業
費
な
ど

で
す
。

　

保
険
給
付
費
は
、
82
・
４
億
円
と
な
る
見
込

み
で
す
。
保
険
給
付
費
は
総
額
、
被
保
険
者
１

人
当
た
り
の
額
と
も
に
年
々
増
加
し
て
お
り
、

令
和
６
年
度
の
着
地
見
込
み
比
、
４
％
増
の
予

算
を
確
保
し
て
い
ま
す
。

　

納
付
金
（
高
齢
者
医
療
負
担
金
）
は
、
前
期

高
齢
者
納
付
金
と
後
期
高
齢
者
支
援
金
合
計
で

69
・
9
億
円
と
な
る
見
込
み
で
す
。

　

保
健
事
業
費
は
、
当
健
保
組
合
の
重
点
施
策

で
あ
る
「
社
員
」
と
「
配
偶
者
」
に
対
す
る
健

康
診
断
・
健
康
指
導
に
引
き
続
き
資
源
を
投
入

す
る
と
と
も
に
、
令
和
６
年
度
か
ら
の
第
３
期

デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画
を
着
実
に
実
施
す
る
た

め
、
令
和
６
年
度
予
算
比
で
０
・
１
億
円
増
加

の
10
・
０
億
円
を
確
保
し
て
い
ま
す
。

健
康
保
険
予
算
の
概
要

令
和
７
年
度
の
健
康
保
険
料
率
は
、

86
‰
で
据
え
置
き
と
し
ま
す
。

支
出

収
入

令和2年度
決算

（億円）

（‰）

50

40

30

20

10

0

－10

100

80

60

40

20

0

40.5

▲0.3

33.5

▲10.1

27.4

▲8.2

33.9

▲1.1

健康保険料率
収支均衡料率

経常収支差引額
別途積立金残高

5年度
決算

６年度
見込

7年度
予算

3年度
決算

4年度
決算

86.5

86.0

24.2

▲11.6

92.3

86.0

86.0

84.2

78.0

82.6

78.0

83.678.0
77.9

32.8

2.9
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令
和
７
年
度
予
算
の
経
常
収
支
は
大
幅
な
赤

字
と
な
る
見
込
み
の
た
め
、
別
途
積
立
金
を
取

り
崩
す
こ
と
で
対
応
し
ま
す
が
、
令
和
８
年
度

以
降
、
収
支
が
さ
ら
に
悪
化
し
て
い
く
場
合
に
は

保
険
料
率
の
引
き
上
げ
が
必
要
な
見
通
し
で
す
。

　

今
後
の
健
康
保
険
の
料
率
に
係
る
主
要
因
の
保

険
給
付
費
に
つ
い
て
は
、
高
齢
化
お
よ
び
高
額
な

先
端
医
療
の
進
展
を
背
景
に
増
加
傾
向
は
避
け
ら

れ
な
い
見
通
し
で
す
。
ま
た
、
高
齢
者
医
療
制
度

へ
の
納
付
金
に
つ
い
て
も
、
団
塊
の
世
代
が
す
べ

て
後
期
高
齢
者
と
な
る
２
０
２
５
年
、
高
齢
化
の

ピ
ー
ク
を
迎
え
る
２
０
４
０
年
に
向
け
て
増
加
し

て
い
く
と
思
わ
れ
ま
す
。

　

収
支
の
均
衡
を
図
る
と
と
も
に
一
定
水
準
の

内
部
留
保
を
確
保
す
る
た
め
、
今
後
も
保
険
給

付
費
と
納
付
金
（
高
齢
者
医
療
負
担
金
）
の
状

況
分
析
と
情
報
収
集
を
行
い
、
適
正
な
保
険
料

率
と
な
る
よ
う
検
討
し
て
い
き
ま
す
。

令
和
８
年
度
以
降
の
健
康
保
険
料
率
の
予
測

令
和
８
年
度
以
降
の
健
康
保
険
料
率
の
予
測

介護保険料率について
　介護保険料（40歳～ 64歳が対象）は健康保険料とは別勘定で管理しており、健
保組合が国に代わって保険料を徴収し、介護納付金として国に納付しています。
　健保組合が納付すべき介護納付金は国から算出方法が示され、健保組合ではその
金額に基づいて介護保険料率を決めています。
　令和７年度は保険料が介護納付金を上回る見込みのため、現行料率の18.4‰のま
ま据え置きとします。

令和７年度の介護保険料率は、
18.4‰で据え置きとします。

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0
2年度
決算

5年度
決算

６年度
見込

7年度
予算

3年度
決算

4年度
決算

（人）
500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

（円）被保険者数
標準報酬月額

26,92526,925

399,682399,682 404,780404,780 409,222409,222 413,500413,500 422,211422,211 426,300426,300

26,28226,282 25,55525,555 26,11226,112 26,47026,470 26,40026,400

350,000

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0
2年度
決算

5年度
決算

６年度
見込

7年度
予算

3年度
決算

4年度
決算

（円）

223,817223,817
252,573252,573

272,741272,741
284,563284,563

300,224300,224
312,234312,234

被保険者数と標準報酬月額の推移

被保険者１人あたり保険給付費の推移
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